
●名　称　鹿沼相互信用金庫

●所在地　〒322-0066 鹿沼市上田町2331番地

●創　立　大正14年10月27日

●店舗数　12店舗

●会員数　20,946人

●出資金　14億32百万円

●職員数　176人

●U R L　 https://www.kashinkin.co.jp

（令和２年9月末現在）

かぬましんきんの概要

栃木地区

金 崎 支 店 ☎（0282）92-2320

日光地区

今 市 支 店 ☎（0288）22-1150

宇都宮地区

宇都宮支店 ☎（028）648-2211
戸 祭 支 店 ☎（028）625-1661

鹿沼地区

本　　　部 ☎（0289）65-4881

本店営業部 ☎（0289）64-6285

粟 野 支 店 ☎（0289）85-2131

駅 前 支 店 ☎（0289）62-5261

南　支　店 ☎（0289）64-1975

仲 町 支 店 ☎（0289）62-7272

緑 町 支 店 ☎（0289）62-7215

西　支　店 ☎（0289）62-9771

東　支　店 ☎（0289）65-3180

 ☎（0289）65-7428

地域のプラットフォーム（地域密着型金融）としての更なる「深化×進化」
　当金庫は、地域経済の発展とゆたかな暮らしの実現を目指して、地域密着型金融の推進に積極的に取り組んでいます。
　令和２年度上半期（令和２年４月～９月）は、新型コロナウイルス感染拡大により深刻な影響を受けた地域経済の立て直しのため、
中小事業者の経営支援、個人の方々の生活応援に全力で取り組んでまいりました。

１．新型コロナウイルス感染拡大により影響を受けた中小事業者への対応
●各種公的支援制度を活用した中小事業者の経営課題解決支援
　・｢栃木県地域企業再起支援事業費補助金」申請支援　８件採択
　・令和元年度、令和２年度補正「ものづくり・商業・サービス補助金」申請支援　４件採択
●中小事業者の販路拡大支援、販売促進支援
　・ＷＥＢ商談会等を活用した販路拡大支援
　・地元スーパーと協力した催事「フードレスキュー」の開催による販売促進支援
　・ショッピングアプリ「BASE」を活用した、ネット販売による販売促進支援

2．新型コロナウイルス感染拡大により影響を受けた個人の方々への対応
●個人の方々への生活応援
　・｢生活資金支援ローン」等の販売を通じた生活資金の応援
　・休日相談窓口を設置し、家計収支、住宅資金等の返済に関する相談を受付

3．外部機関と連携した中小事業者支援
●栃木県事業引継ぎ支援センター、鹿沼商工会議所、粟野商工会と連携した事業承継・Ｍ＆Ａ支援
●宇都宮大学産学官金コーディネーターとして、同大学産学イノベーション支援センターと連携した中小事業者の課題
　解決支援
●信金中央金庫と連携した、中小事業者に対する人材紹介支援

●鹿沼市総合計画審議会への参画、ＤＭＯ日光への理事派遣等を通じた地方創生への取組み　
4．地方創生への取組み

お 客 さ ま
サポートセンター

し 　 ん 　 か

岩山から日光連山を望む
イラストはイメージです

鹿沼相互信用金庫の現況
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地元スーパーと協力した催事
「フードレスキュー」の開催

鹿沼商工会議所と連携した事業承継への取組み



医療・福祉

令和2年3月末令和元年9月末 令和2年9月末
預 金 積 金 208,619 208,634 222,936
貸 出 金 96,341 96,121 104,006

（単位：百万円）

2020年9月期　業績のご報告

預金積金・貸出金の状況（残高）
預金積金残高は、順調に推移し、前期末比6.85%増加の2,229億円となりました。
貸出金残高は、新型コロナウイルス関連融資の増加により、前期末比8.20％増加の1,040億円となりました。
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（単位：百万円）

令和元年9月末 令和2年3月末 令和2年9月末

金融再生法に基づく開示債権の推移と保全状況

項　目 令和2年3月末令和元年9月末 令和2年9月末 令和2年3月末令和元年9月末 令和2年9月末
金融再生法上の不良債権（A） 3,471

2,663
701
106
3,095
2,620
474

2,971
2,328
613
30

2,631
2,356
275

2,792
2,164
606
21

2,438
2,181
257

破産更生債権及びこれらに準ずる債権
危険債権
要管理債権

保全額（B）
担保・保証等
貸倒引当金

項　目
保全率（B/A） 89.16%

93,721
97,192
3.57%

88.55%
93,912
96,884
3.06%

87.33%
101,903
104,695
2.66%

正常債権
与信合計（C）
不良債権比率（A/C）

＊金融再生法開示債権の対象債権は、貸出金、債務保証見返、外国為替、貸出金
　に準ずる未収利息、貸出金に準ずる仮払金、貸付有価証券、当金庫の保証を
　付した私募債です。

（単位：百万円）

当金庫は、特定業種や大口取引に偏らないバランスの取れた、小口融資を貸出の基本としております。
また、お客様の幅広いニーズにお応えし、地域社会や産業発展に貢献するよう努めております。

貸出金の内訳（業種別残高）

製 造 業 9,437
338
5

909
6,079
197
203
1,200
7,434
583

13,226
74
997
940
515
1,006
92

9,780
346
4

874
6,359
209
101
1,255
7,392
512

13,328
68
991
910
553
995
134

12,407
386
3

865
8,055
318
325
1,557
8,594
441

13,432
44
990
970
931
1,356
204

農 業 ・ 林 業

漁 業

鉱業・採石業・砂利採取業

建 設 業

電気・ガス・水道業

情 報 通 信 業

運 輸 業 ・ 郵 便 業

卸 売 業 ・ 小 売 業

金 融 ・ 保 険 業

不 動 産 業

物 品 賃 貸 業

学術研究・専門技術サービス業

宿 泊 業

飲 食 業

生活関連サービス業・娯楽業

教 育・学 習 支 援 業

令和2年3月末令和元年9月末 令和2年9月末令和2年3月末令和元年9月末 令和2年9月末
医 療 ・ 福 祉 3,568

1,489
13,473
34,567
96,341

3,140
1,540
13,467
34,153
96,121

3,661
2,427
13,823
33,210
104,006

そ の 他 サ ー ビ ス

地 方 公 共 団 体

個 人

合 計

（単位：百万円）
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当金庫では、資産の健全化を図るため、厳格な自己査定を行い、不良債権の償却・引当を行うとともに、不良債権の新規発生防止に
取り組んでおります。令和２年９月末の金融再生法上の不良債権額は、前期末比179百万円減少し、2,792百万円となりました。
また、不良債権比率は、前期末比0.40ポイント低下し、2.66％となりました。

項　目
コア資本に係る基礎項目の額 4,943

73
4,870
67,201
7.24%

5,066
29

5,036
66,620
7.56%

コア資本に係る調整項目の額
自己資本の額　　　　　 （a）
リスク・アセット等の合計額（b）
自己資本比率　　　  （a／b）

（単位：百万円）

損益の状況

項　目
令和元年度

（半期）令和元年9月期
（半期）

令和2年3月期
（通期）

業 務 純 益 196
156
154

230
130
124

174
186
175

経 常 利 益
当 期 純 利 益

（単位：百万円）業務純益は、有価証券売却益の減少により前年同期比で22百万円
の減少となりましたが、貸倒引当金の減少や経費の削減などから、
経常利益は前年同期比30百万円、当期純利益は前年同期比21百万
円の増加となりました。

有価証券の時価情報
有価証券運用は、安全性や健全性を考慮し、国債や地方債等を中心とした運用を行っております。

＊その他有価証券は、時価のあるものを表示しております。
＊「評価差額」は、取得原価（償却原価法適用後、減損処理後）と貸借対照表計上額（時価）との差額を計上しております。
＊上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等を含んでいます。

【その他有価証券】

取得原価 貸借対照表
計上額 評価差額 うち益 うち損

10,887
2,248
8,338
299
38

9,160
20,086

10,979
2,244
8,433
301
39

9,187
20,206

91
△4
94
1
1
26
119

125
9

113
1
6

153
284

33
14
19
0
4

126
164

国　債

地方債

社　債

債 券

株 式

そ の 他

合 計

取得原価 貸借対照表
計上額 評価差額 うち益 うち損

16,631
4,149
12,081
399
38

8,571
25,241

16,704
4,130
12,170
402
34

8,959
25,698

73
△19
89
3
△3
387
456

121
12
105
3
2

417
542

48
32
16
0
6
30
85

（単位：百万円）

Business report for 2020.9

自己資本比率は、金融機関の健全性や安全性を計る重要な
指標の一つです。
国内業務を行う金融機関に必要とされる4％を大きく上回って
おります。

自己資本比率
比較イメージ

鹿沼相互信用金庫
7.56％

令和2年3月末 令和2年9月末

（注）自己資本の算出方法を定めた「信用金庫法第89条
第1項において準用する銀行法第14条の2の規定に
基づき、信用金庫及び信用金庫連合会がその保有する
資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるか
どうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第
21号）」に基づき算出しております。

令和2年3月期令和元年9月期 令和2年9月期
4,887
10

4,877
65,351
7.46%

国内基準
4％

自己資本比率（国内基準）

【満期保有目的の債券】

時　価

地方債

債 券

貸借対照表計上額
1,065 1,059

1,059

時　価貸借対照表計上額

（単位：百万円）

令和2年3月末 令和2年9月末

令和2年9月期

1,0651,0851,083
1,083 1,085

預金積金
貸出金
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令和2年3月末令和元年9月末 令和2年9月末
預 金 積 金 208,619 208,634 222,936
貸 出 金 96,341 96,121 104,006
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2020年9月期　業績のご報告

預金積金・貸出金の状況（残高）
預金積金残高は、順調に推移し、前期末比6.85%増加の2,229億円となりました。
貸出金残高は、新型コロナウイルス関連融資の増加により、前期末比8.20％増加の1,040億円となりました。
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金融再生法に基づく開示債権の推移と保全状況

項　目 令和2年3月末令和元年9月末 令和2年9月末 令和2年3月末令和元年9月末 令和2年9月末
金融再生法上の不良債権（A） 3,471

2,663
701
106
3,095
2,620
474

2,971
2,328
613
30

2,631
2,356
275

2,792
2,164
606
21

2,438
2,181
257

破産更生債権及びこれらに準ずる債権
危険債権
要管理債権

保全額（B）
担保・保証等
貸倒引当金

項　目
保全率（B/A） 89.16%

93,721
97,192
3.57%

88.55%
93,912
96,884
3.06%

87.33%
101,903
104,695
2.66%

正常債権
与信合計（C）
不良債権比率（A/C）

＊金融再生法開示債権の対象債権は、貸出金、債務保証見返、外国為替、貸出金
　に準ずる未収利息、貸出金に準ずる仮払金、貸付有価証券、当金庫の保証を
　付した私募債です。

（単位：百万円）

当金庫は、特定業種や大口取引に偏らないバランスの取れた、小口融資を貸出の基本としております。
また、お客様の幅広いニーズにお応えし、地域社会や産業発展に貢献するよう努めております。
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当金庫では、資産の健全化を図るため、厳格な自己査定を行い、不良債権の償却・引当を行うとともに、不良債権の新規発生防止に
取り組んでおります。令和２年９月末の金融再生法上の不良債権額は、前期末比179百万円減少し、2,792百万円となりました。
また、不良債権比率は、前期末比0.40ポイント低下し、2.66％となりました。

項　目
コア資本に係る基礎項目の額 4,943
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損益の状況

項　目
令和元年度

（半期）令和元年9月期
（半期）

令和2年3月期
（通期）

業 務 純 益 196
156
154

230
130
124

174
186
175

経 常 利 益
当 期 純 利 益

（単位：百万円）業務純益は、有価証券売却益の減少により前年同期比で22百万円
の減少となりましたが、貸倒引当金の減少や経費の削減などから、
経常利益は前年同期比30百万円、当期純利益は前年同期比21百万
円の増加となりました。

有価証券の時価情報
有価証券運用は、安全性や健全性を考慮し、国債や地方債等を中心とした運用を行っております。

＊その他有価証券は、時価のあるものを表示しております。
＊「評価差額」は、取得原価（償却原価法適用後、減損処理後）と貸借対照表計上額（時価）との差額を計上しております。
＊上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等を含んでいます。

【その他有価証券】
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Business report for 2020.9

自己資本比率は、金融機関の健全性や安全性を計る重要な
指標の一つです。
国内業務を行う金融機関に必要とされる4％を大きく上回って
おります。
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比較イメージ

鹿沼相互信用金庫
7.56％

令和2年3月末 令和2年9月末

（注）自己資本の算出方法を定めた「信用金庫法第89条
第1項において準用する銀行法第14条の2の規定に
基づき、信用金庫及び信用金庫連合会がその保有する
資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるか
どうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第
21号）」に基づき算出しております。

令和2年3月期令和元年9月期 令和2年9月期
4,887
10

4,877
65,351
7.46%

国内基準
4％

自己資本比率（国内基準）

【満期保有目的の債券】

時　価

地方債

債 券

貸借対照表計上額
1,065 1,059

1,059

時　価貸借対照表計上額

（単位：百万円）

令和2年3月末 令和2年9月末

令和2年9月期

1,0651,0851,083
1,083 1,085

預金積金
貸出金



●名　称　鹿沼相互信用金庫

●所在地　〒322-0066 鹿沼市上田町2331番地

●創　立　大正14年10月27日

●店舗数　12店舗

●会員数　20,946人

●出資金　14億32百万円

●職員数　176人

●U R L　 https://www.kashinkin.co.jp

（令和２年9月末現在）

かぬましんきんの概要

栃木地区

金 崎 支 店 ☎（0282）92-2320

日光地区

今 市 支 店 ☎（0288）22-1150

宇都宮地区

宇都宮支店 ☎（028）648-2211
戸 祭 支 店 ☎（028）625-1661

鹿沼地区

本　　　部 ☎（0289）65-4881

本店営業部 ☎（0289）64-6285

粟 野 支 店 ☎（0289）85-2131

駅 前 支 店 ☎（0289）62-5261

南　支　店 ☎（0289）64-1975

仲 町 支 店 ☎（0289）62-7272

緑 町 支 店 ☎（0289）62-7215

西　支　店 ☎（0289）62-9771

東　支　店 ☎（0289）65-3180

 ☎（0289）65-7428

地域のプラットフォーム（地域密着型金融）としての更なる「深化×進化」
　当金庫は、地域経済の発展とゆたかな暮らしの実現を目指して、地域密着型金融の推進に積極的に取り組んでいます。
　令和２年度上半期（令和２年４月～９月）は、新型コロナウイルス感染拡大により深刻な影響を受けた地域経済の立て直しのため、
中小事業者の経営支援、個人の方々の生活応援に全力で取り組んでまいりました。

１．新型コロナウイルス感染拡大により影響を受けた中小事業者への対応
●各種公的支援制度を活用した中小事業者の経営課題解決支援
　・｢栃木県地域企業再起支援事業費補助金」申請支援　８件採択
　・令和元年度、令和２年度補正「ものづくり・商業・サービス補助金」申請支援　４件採択
●中小事業者の販路拡大支援、販売促進支援
　・ＷＥＢ商談会等を活用した販路拡大支援
　・地元スーパーと協力した催事「フードレスキュー」の開催による販売促進支援
　・ショッピングアプリ「BASE」を活用した、ネット販売による販売促進支援

2．新型コロナウイルス感染拡大により影響を受けた個人の方々への対応
●個人の方々への生活応援
　・｢生活資金支援ローン」等の販売を通じた生活資金の応援
　・休日相談窓口を設置し、家計収支、住宅資金等の返済に関する相談を受付

3．外部機関と連携した中小事業者支援
●栃木県事業引継ぎ支援センター、鹿沼商工会議所、粟野商工会と連携した事業承継・Ｍ＆Ａ支援
●宇都宮大学産学官金コーディネーターとして、同大学産学イノベーション支援センターと連携した中小事業者の課題
　解決支援
●信金中央金庫と連携した、中小事業者に対する人材紹介支援

●鹿沼市総合計画審議会への参画、ＤＭＯ日光への理事派遣等を通じた地方創生への取組み　
4．地方創生への取組み

お 客 さ ま
サポートセンター

し 　 ん 　 か

岩山から日光連山を望む
イラストはイメージです

鹿沼相互信用金庫の現況
2020.9  DISCLOSURE

KANUMASHINKIN REPORT

地元スーパーと協力した催事
「フードレスキュー」の開催

鹿沼商工会議所と連携した事業承継への取組み


